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における会計利益の性格を検討した Beaver and Demski (1979) および Beaver (1989)，並びに「内部組織の経済学」
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で展開されている議論などを参照することによって，導き出されている。
第 2 章の主な目的は，価格システムを念頭において会計システムの意義なり働きを検討しているとみられる Coase





















第 5 章では， r数的シグナルの観点」から導き出されることになる財務会計研究の課題を具体的に取り扱おうとす
る目的から， Healy (1985) が示した会計利益を営業キャッシュ・フローと会計発生額に分解するというアイデアと，
Williamson (1967) の経営者裁量モデルの一部を参考にして，簡単な会計利益の決定モデルが展開されている O
終章では，本論文で強調された諸論点と今後の研究方向が要約されている。また補章では，会計の能動的側面に関
わって，会計数値が具体的にどのような経路で実体経済に影響を及ぼしているのかを具体的に示すために，経済的影
響に関する 4 つの文献がサーヴェイされている。
論文審査の結果の要旨
本論文は，会計システムを市場の不完備性(および不完全性)に対処するための一つの制度として捉え，会計シス
テムから産み出される会計数値が，取引や契約を通じて企業に関わる資源の配分過程や企業構成員の所得の分配過程
において数的シグナルとして働くとの視点から，新しい財務会計論の切り口を模索したものであるO このような会計
システムの位置づけにより，これまでの財務会計研究にあってはしばしば捨象され見過ごされてきた点，すなわち①
会計利益を核とする会計数値が実体経済に及ぼすインパクトの観察および現行の資本利益計算の仕組みが企業行動を
制御するメカニズムの記述，にヨリ一層の関心を寄せる必要があること，②実体経済への考えられるインパクトを踏
まえたうえで，個々の会計基準が検討され評価される必要があること，の 2 点が一つの首尾一貫した視点のもとに説
得力をもって強調されている。
また価格の働きとのアナロジーから会計数値の働きをみようとすることが，いくつかの新たな研究上の洞察なり示
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唆につながっているO 例えば，①「会計情報一意思決定」という次元ではなく「会計数値(主に会計利益)-資源の
配分・所得の分配」という次元で会計の働きなり役割を捉えようとすること，②会計目的としての「情報提供機能」
と「利害調整機能」を対立したものではなく統合した形で理解することが可能であり，経済学の成果をこれまでとは
違った形で会計学に導入する道が示唆されていること，③会計規制を与件として，企業構成員の厚生に及ぼす影響を
踏まえたうえでの会計数値(主に会計利益)の決定過程を記述することが財務会計研究における主要な課題の一つで、
あると明示していること，などであるO
ただし，本論文が前提としている「会計ベースの取引ないし契約」が(特にわが国において)具体的にどのような
ものであり，そこではいかなる会計数値が用いられ，またこれらの会計数値がどのようなメカニズムで企業関連の契
約ないし取引のあり方を左右するのか，といった点について，具体的な事例が指摘され検討されているわけではない。
この点とも関わって，会計利益の決定プロセスを記述するという課題の重要性が繰り返し強調されているにもかかわ
らず，その具体的な取り扱いとしては部分的な一つの会計利益決定モデルが示されているに過ぎない。提示されたア
イデアをもとに，今後さらなる理論的，実証的分析を進める必要があろう。
このような残された課題はあるものの，本論文は，これまでに確立された財務会計研究の流れに沿ってその展開を
図ったものではなく，広く市場経済全体から財務会計の意義を捉え，あくまでも独自の視点からその働きを解明しよ
うとした点で評価されるものであり，博士(経済学)の学位に十分に値するものと判定する。
43-
